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東近江行政組合火災予防条例施行規則 

昭 和 5 9 年 1 2 月 2 7 日 
中 部 地 域 消 防 組 合 規 則 第 ６ 号  

改正  昭和62年３月30日  規則第６号  平成25年３月18日  規則第２号  

平成２年３月６日  規則第２号  平成26年３月13日  規則第２号  

平成３年３月１日  規則第６号  平成26年６月24日  規則第８号  

平成４年９月25日  規則第８号  平成28年２月26日  規則第５号  

平成６年９月20日  規則第５号  平成28年３月17日  規則第13号  

平成８年３月29日  規則第４号  平成29年３月31日  規則第12号  

平成10年３月31日  規則第３号  平成30年３月23日  規則第４号  

平成17年９月21日  規則第10号  平成30年７月24日  規則第５号  

平成18年９月28日  規則第11号  令和元年６月27日  規則第５号  

平成21年６月１日  規則第５号  令和２年９月１日  規則第11号  

平成22年２月18日  規則第１号  令和３年３月５日  規則第２号  

平成24年９月27日  規則第７号  

 

中部地域消防組合火災予防条例施行規則（昭和 49年中部地域消防組合規則第３号）

の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東近江行政組合火災予防条例（昭和 47年中部地域消防組合条例

第１号。以下「条例」という。）第48条の規定に基づき、条例の実施のための手続

き、その他必要な事項を定めるものとする。  

（防火対象物の使用開始の届出）  

第２条 条例第43条の規定による届け出は、防火対象物使用（変更）開始届出書（様

式第１号の１、第１号の２）を所轄消防署長（以下「署長」という。）に２通提出

して行うものとする。 

（平30規則４・一部改正） 

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、検査を行い、当該防火対象物が消防法施

行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）第２章第３節、消防法施行規則

（昭和36年自治省令第６号。以下「規則」という。）第２章第２節、条例第４章か

ら第５章までに規定する基準その他法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規

定で建築物の防火に関するものに適合していると認めたときは、その１通に検査済

印（様式第２号）を押して返付するものとする。  

（火を使用する設備等の設置の届出）  

第３条 条例第44条第１号から第18号までに掲げる火を使用する設備等の設置の届け

出は、当該設備等の設置工事に着手する日の５日前までに設置する設備に応じ、次
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に掲げる届出書を署長に２通提出して行うものとする。 

(1) 炉、厨房設備、温風暖房機、ボイラー、給湯湯沸設備、乾燥設備、サウナ設備、

ヒートポンプ冷暖房機、火花を生ずる設備、放電加工機設置届出書（様式第３号） 

(2) 急速充電設備、燃料電池発電設備、発電設備、変電設備、蓄電池設備設置届出

書（様式第４号） 

(3) ネオン管灯設備設置届出書（様式第５号）  

(4) 水素ガスを充填する気球の設置届出書（様式第６号）  

（平17規則10・令和３規則２・一部改正） 

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、検査を行い、条例第３章第１節に規定す

る基準に適合し、火災予防上支障がないと認めたときは、その１通に検査済印（様

式第２号）を押して返付するものとする。  

（屋外における催しの防火管理に関する計画の提出）  

（平26規則８・1条追加） 

第３条の２ 条例第42条の３第２項にかかる火災予防上必要な業務に関する計画提出

書（様式第６号の２）は条例の定める日までに署長に２通提出して行うものとする。 

２ 署長は、前項の提出書を受けたときは、内容を審査し、その１通に届出済印（様

式第12号）を押して返付するものとする。  

（火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等の届出）  

第４条 条例第45条第１号から第６号までに掲げる火災とまぎらわしい煙等を発する

おそれのある行為等の届け出は、同条第１号にかかる届け出にあっては実施する前

までに、同条第２号から第６号までにかかる届け出にあっては実施する日の３日前

までに行う行為に応じ、次に掲げる届出書を署長に、同条第３号にかかる届け出に

あっては２通、その他の届け出にあっては１通提出して行うものとする。ただし、

同条第１号にかかる届け出については、当該届出書の提出に代えて、口頭により行

うことができる。 

（平26規則８・一部改正） 

(1) 火災とまぎらわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為の届出書（様式第７

号） 

(2) 煙火打上げ、仕掛け届出書（様式第８号）  

(3) 催物開催届出書（様式第９号）  

(4) 水道断水、減水届出書（様式第10号） 
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(5) 道路工事又は占用届出書（様式第11号） 

(6) 露店等の開設届出書（様式第10号の２） 

（平26規則８・1号追加） 

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、内容を審査し、第３号については、その

１通に届出済印（様式第12号）を押して返付するものとする。  

（洞道等の指定及び通信ケーブル等の敷設の届出）  

第４条の２ 条例第45条の２第１項の規定による洞道等の指定は、告示して行うもの

とする。 

２ 条例第45条の２第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定によ

る通信ケーブル等の敷設の届出は、指定洞道等届出書（様式第 11号の２）を署長に

２通提出して行うものとする。  

３ 前項の届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。ただし、前項の

届出が条例第45条の２第２項の規定によるものである場合においては、変更を行う

事項以外の事項に係る図書の添付を省略することができる。  

(1) 指定洞道等の経路及び出入口、換気口、その他の開口部の位置を記載した概略

図 

(2) 指定洞道等の内部に敷設され、又は設置されている通信ケーブル等、消火設備、

電気設備、換気設備、連絡電話設備、排水設備、防水設備その他の主要な物件の

概要を記載した書類 

(3) 次に掲げる事項を記載した指定洞道等の内部における安全管理対策に関する書

類 

ア 通信ケーブル等の難燃措置に関すること。  

イ 火気を使用する工事又は作業を行う場合の火気管理、喫煙管理その他の出火

防止に関すること。 

ウ 火災発生時における延焼拡大の防止、早期発見、初期消火、通報連絡、避難、

消防隊への情報提供等に関すること。  

エ 維持管理等のために出入りする者の防火管理上必要な教育に関すること。  

（平21規則５・一部改正） 

オ その他安全管理に関すること。  

４ 署長は、第２項の届出書を受けたときは、内容を審査し、その１通に届出済印（様

式第12号）を押して返付するものとする。  
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（必要な知識及び技能を有する者の指定）  

第４条の３ 条例第３条第２項第３号、条例第11条第１項第11号及び第18条第１項第

13号の規定による必要な知識及び技能を有する者の指定は、告示して行うものとす

る。 

（避雷設備に関する日本産業規格の指定） 

第４条の４ 条例第16条第１項の規定による日本産業規格の指定は、告示して行う

ものとする。 

（令和元規則５・一部改正） 

（指定催しの指定通知） 

（平26規則８・1条追加） 

第４条の５ 条例第42条の２第３項の規定による指定催しを主催する者への通知は、

指定催しの指定通知書（様式第27号）により行うものとする。  

（指定数量未満の危険物等の貯蔵又は取扱いの届出）  

第５条 条例第46条の規定による指定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又

は取り扱う場合にあっては２分の１以上）指定数量未満の危険物及び指定可燃物

（以下「少量危険物等」という。）の貯蔵又は取り扱いの届け出は、貯蔵又は取り

扱おうとする日の７日前までに、少量危険物等貯蔵、取扱届出書（様式第 13号）を

署長に２通提出して行うものとする。  

２ 前項の貯蔵又は取り扱いを変更する場合にあっては、変更しようとする日の７日

前までに少量危険物等貯蔵、取扱変更届出書（様式第 14号）を署長に２通提出する

ものとする。 

３ 第１項の貯蔵又は取り扱いを廃止する場合にあっては、少量危険物等貯蔵、取扱

廃止届出書（様式第15号）を署長に１通提出するものとする。  

４ 署長は第１項及び第２項の届出書を受けたときは、検査を行い、令第２章第３節、

規則第２章第２節及び条例第４章に規定する基準に適合し、火災予防上支障がない

と認めたときは、その１通に検査済印（様式第２号）を押して返付するものとする。  

（標識及び表示板） 

第６条 条例の規定による標識又は表示板の大きさ及び色は、別表第１のとおりとす

る。 

２ 少量危険物等を貯蔵し、又は取り扱う場所には、前項に掲げる標識のほか、危険

物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号。以下「省令」という。）第18条



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4665 

第１項第４号に規定する掲示板を設けるものとする。 

（喫煙等の禁止場所の指定）  

第７条 条例第23条第１項の規定による喫煙、裸火の使用又は火災予防上危険な物品

の持込みを禁止する場所の指定は、告示又は当該防火対象物の管理について権原を

有する者に通知して行うものとする。  

（例外規定による認定） 

第８条 署長は、条例第17条の３、第22条の２、第23条第１項ただし書、第29条の６、

第34条の３及び第36条の２の規定による認定をするときに、当該防火対象物の関係

者から資料を提出させ、又は当該防火対象物の位置・構造、設備及び管理の状況を

検査して行うものとする。  

（平17規則10・平30規則５・一部改正） 

（立入検査の証票） 

第９条 消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第４条第２項（法第 34

条第２項において準用する場合を含む。）に規定する証票は、消防公務之証（様式

第16号）とする。 

（平17規則10・一部改正） 

（公示の方法） 

第９条の２ 規則第１条の公示の方法は、次のとおりとする。  

(1) 東近江行政組合公告式条例（昭和47年中部地域消防組合条例第４号）別表に定

める掲示場のうち、防火対象物等が存する市町の掲示場への掲示  

(2) 消防本部及び防火対象物等が存する区域を管轄する消防署の掲示場への掲示  

(3) 消防本部ホームページへの掲載  

（平18規則11・追加）（平28規則５・平30規則５・一部改正） 

（防火・防災管理に関する講習の課程修了資格証明）  

第10条 令第３条第１項及び令第47条第１項の規定により修了証の交付を消防長から

受けた者で、その証明を必要とするものは防火・防災管理講習課程修了証明申請書

（様式第18号）を消防長に提出するものとする。  

２ 消防長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請をしたものが

同項の講習の課程を修了した者であると認めたときは、証明書（様式第 18号の２）

をそのものに交付する。 

（平24規則７・一部改正） 

（防火管理又は防災管理に係る消防計画の届出）  
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第11条 規則第３条第１項に規定する防火管理に係る、又は、規則第 51条の８第１項

に規定する防災管理に係る消防計画の届出書は、署長に２通提出するものとする。 

（平21規則５・平24規則７・一部改正） 

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、内容を審査し、当該防火管理又は防災管

理に係る消防計画が当該届け出にかかる防火対象物又は防災管理対象物等に適応

したものであると認めたときは、その１通に届出済印（様式第12号）を押して返付

し、その内容に変更又は修正を要すると認めるものにあっては、その旨を指示して

再提出させるものとする。  

（平21規則５・平24規則７・一部改正） 

３ 前項の規定により返付された届出書は、当該届け出にかかる防火対象物又は防災

管理対象物等の管理について権原を有する関係者が保管し、消防職員の要求があっ

たときは、提示するものとする。  

（平21規則５・平24規則７・一部改正） 

（全体についての防火管理又は防災管理に係る消防計画の届出）  

（平26規則２・追加） 

第11条の２ 規則第４条第１項に規定する防火対象物の全体についての防火管理に係

る、又は、規則第51条の11の２建築物その他の工作物の全体についての防災に係る

消防計画の届出書は、署長に２通提出するものとする。  

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、内容を審査し、当該防火対象物の全体に

ついての防火管理に係る、又は、建築物その他の工作物の全体についての防災管理

に係る消防計画が当該届出に係る防火対象物又は防災対象物等に適応したもので

あると認めたときは、その１通に届出済印（様式第 12号）を押して返付し、その内

容に変更又は修正を要すると認めるものにあっては、その旨を指示して再提出させ

るものとする。 

３ 第11条第３項の規定は、前項の規定により返付された届出書について準用する。  

（訓練実施の通報） 

第12条 規則第３条第11項又は規則第51条の８第４項に規定する消火訓練及び避難訓

練実施の通報は、実施の日の３日前までに防火管理に係る訓練については消防訓練

実施計画書（様式第19号）、防災管理に係る訓練については防災訓練実施計画書（様

式第19号の２）を署長に１通提出して行うものとする。  

（平22規則1・平24規則７・一部改正） 

２ 署長は前項の通報を受けたときは、必要な指導をしなければならない。  

（平17規則10・平18規則11・一部改正） 
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（防火管理者又は防災管理者の選任又は解任の届出）  

第13条 規則第３条の２第１項に規定する防火管理者又は規則第 51条の９に規定する

防災管理者の選任又は解任の届出書は、署長に２通提出するものとする。  

（平24規則７・平26規則２ 一部改正） 

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、内容を審査し、その１通に届出済印（様

式第12号）を押して返付するものとする。  

３ 第11条第３項の規定は、前項の規定により返付された届出書について準用する。 

（平26規則２・一部改正） 

（統括防火管理者又は統括防災管理者の選任又は解任の届出）  

第13条の２ 規則第４条の２第１項に規定する統括防火管理者又は規則第 51条の11の

３に規定する統括防災管理者の選任又は解任の届出書は、署長に２通提出するもの

とする。 

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、内容を審査し、その１通に届出済印（様

式第12号）を押して返付するものとする。  

３ 第11条第３項の規定は、前項の規定により返付された届出書について準用する。  

（平 25規則２・平 26規則２・一部改正）  

（共同防火・防災管理協議事項の届出）  

第14条 削除 

（平 24規則７・平 26規則２・一部改正） 

（自衛消防組織設置の届出）  

第14条の２ 規則第４条の２の１５第２項に規定する自衛消防組織設置の届出書は、

署長に２通提出するものとする。  

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは、内容を審査し、その１通に届出済印（様

式第12号）を押して返付するものとする。  

（平21規則５・追加） 

（防火責任者） 

第15条 令第６条の防火対象物のうち、防火管理者を必要としない防火対象物の関係

者は、防火責任者を定めておかなければならない。  

（工事整備対象設備等着工届）  

第16条 規則第33条の18に規定する工事整備対象設備等着工届出書は、署長に２通提

出するものとする。 
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２ 前項の届出書には、規則第33条の18の規定により、次に掲げる設計に関する図書

を添付しなければならない。  

(1) 消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事概要書（様式第 11号の３） 

(2) 消防用設備等又は特殊消防用設備等の設計書、仕様書、計算書、系統図及び配

管図又は配線図 

(3) 建築物等の付近見取図、配置図、平面図、立面図、断面図及び仕上表  

（平18規則11・一部改正） 

３ 署長は、前項の届出書を受けたときは、内容を審査し、令第２章第３節、規則第

２章第２節に規定する基準並びに危険物の規制に関する政令（昭和 34年政令第306

号）第３章第４節及び省令第４章に規定する基準に適合していると認めたときは、

その１通に届出済印（様式第12号）を押して返付するものとする。  

（消防用設備等の設置届）  

第17条 規則第31条の３の規定による消防用設備等設置届出書は、署長に２通提出す

るものとする。 

２ 署長は、前項の届出書を受けたときは検査を行い、前条の届出書に係る記載内容

と相違ないかを審査するとともに、関係法令の規定に適合していると認めたときは、

その１通に届出済印（様式第12号）を押して返付するものとする。  

（消防用設備等の点検結果報告）  

第17条の２ 規則第31条の６の規定による消防用設備等点検結果報告書は、署長に２

通提出するものとする。 

２ 署長は、前項の報告書を受けたときは内容を審査し、必要と認める事項を指示し、

その１通に届出済印（様式第12号）を押して返付するものとする。  

（平成17規則10・一部改正） 

（火災に関する警報） 

第18条 法第22条第３項の規定による火災に関する警報に関し、火災予防上危険であ

ると認める気象の状況は、次の各号のいずれかに掲げるものとする。  

(1) 最小湿度 40パーセント以下で実効湿度  65パーセント以下のとき。  

(2) 平均風速が毎秒12メートル以上吹くと予想したとき。  

（令和２規則11・一部改正） 

（たき火又は喫煙の制限）  

第19条 条例第23条第１項第３号の規定によるたき火又は喫煙の制限は、告示して行
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うものとする。 

２ 前項により制限された区域には、標識（様式第21号）を掲げるものとする。  

（火災等の通報場所） 

第20条 法第24条第１項（法第36条において準用する場合を含む。）の規定による管

理者の指定する場所は、東近江行政組合消防本部及び出張所とする。  

（平成28規則５・一部改正） 

（消防警戒区域立入許可の証票）  

第21条 規則第48条第１項第７号の規定による消防警戒区域の立入許可の証票は、消

防警戒区域立入証（様式第22号）（以下「立入証」という。）とする。  

２ 前項の立入証は、次の各号の一に該当するもので、消防長が必要と認めた者に交

付するものとする。 

(1) 官公署に勤務する者 

(2) 保険会社に勤務する者 

(3) その他消防業務に関係を有する者 

３ 前項の立入証の交付を受けようとする者は、消防警戒区域立入証交付申請書（様

式第23号）を消防長に提出しなければならない。  

    （令和３規則２・一部改正） 

４ 第２項の規定により立入証の交付を受けた者が、消防警戒区域に立り入ろうとす

るときは、現場にいる消防吏員、消防団員又は警察官に立入証を呈示しなければな

らない。 

（少量危険物等の貯蔵、取扱いタンクの検査）  

第22条 少量危険物等を貯蔵し、又は取り扱うタンクを設置し、販売し、又は使用す

る者の申し出により署長は、当該タンクの水圧検査若しくは水張検査を行うものと

する。 

２ 前項のタンクの検査を申し出ようとする者は、少量タンク等水張、水圧検査申請

書（様式第24号）を署長に２通提出しなければならない。  

３ 署長は、前項の申請書を受けたときは、検査を行い、条例第31条の４、第31条の

５、第31条の６及び第33条第２項に規定する危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンク

の基準に適合していると認めたときは、少量危険物等タンク検査済証（様式第 25号

の１、様式第25号の２）を交付するものとする。  

（公表の対象となる防火対象物及び違反の内容） 
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第22条の２ 条例第47条の２第３項の規則で定める公表の対象となる防火対象物は、

令別表第１(1)項から(4)項まで、(5)項イ、(6)項、(9)項イ、(16)項イ、(16の2)項

及び(16の3)項に掲げる防火対象物で、法第 17条第１項の政令で定める技術上の基

準に従って屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知設備を設置しな

ければならないもののうち、法第４条第１項に規定する立入検査においてこれらの

消防用設備等が設置されていないと認められたものとする。  

２ 条例第47条の２第３項の規則で定める公表の対象となる違反の内容は、前項の防

火対象物に屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知設備が設置され

ていないこととする。 

（平29規則12・追加） 

（公表の手続） 

第22条の３ 条例第47条の２第１項の公表は、前条第１項の立入検査の結果を通知し

た日から14日を経過した日において、なお、当該立入検査の結果と同一の違反の内

容が認められる場合に、当該違反が是正されたことを確認できるまでの間、東近江

行政組合消防本部のホームページへの掲載により行う。  

２ 前項に規定する方法により公表する事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 前条第２項に規定する違反が認められた防火対象物の名称及び所在地  

(2) 前条第２項に規定する違反の内容（当該違反が認められた防火対象物の部分を

含む。） 

(3) その他消防長が必要と認める事項 

（平29規則12・追加） 

（施行の細目） 

第23条 この規則の施行に関し必要な事項は、消防長が定める。  

付 則 

１ この規則は、昭和60年１月１日から施行する。  

２ この規則の施行の際、中部地域消防組合火災予防条例施行規則（昭和 49年中部地

域消防組合規則第３号）においてすでに処理された届け出、手続きはこの規則によ

りなされたものとみなす。 

３ 中部地域消防組合消防救急隊に関する規則（昭和 47年中部地域消防組合規則第８

号）は、廃止する。 

付 則（昭和62年３月30日規則第６号） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4671 

この規則は、昭和62年４月１日から施行する。 

付 則（平成２年３月６日規則第２号）  

改正  平成10年３月３１日  規則第３号  

１ この規則は、平成２年５月23日から施行する。 

２ この規則の施行の際、すでになされた届出並びに手続きは、この規則によりなさ

れたものとみなす。 

付 則（平成３年３月１日規則第６号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

付 則（平成４年９月25日規則第８号） 

この規則は、平成５年１月１日から施行する。  

付 則（平成６年９月20日規則第５号） 

改正  平成10年３月31日規則第３号  

この規則は、平成６年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

この規則の施行の際、滋賀中部地域行政事務組合火災予防条例施行規則様式第１号

の１、様式第１号の２、様式第３号から様式第 11号の２まで、様式第13号から様式第

15号まで、様式第18号から様式第20号まで、様式第23号から様式第25号の１までに規

定する様式は、平成７年３月31日までの間は、なお従前の例によることができる。 

付 則（平成８年３月29日規則第４号） 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。  

付 則（平成10年３月31日規則第３号） 

１ この規則は、平成10年４月１日から施行する。  

２ 平成２年３月６日規則第２号付則中、第３項を削る。  

３ 経過措置中「及び様式第26号」を削る。 

付 則（平成17年９月21日規則第10号） 

この規則は、平成１７年10月１日から施行する。 

付 則（平成18年９月28日規則第11号） 

この規則は、公布の日から施行する。  

付 則（平成21年６月１日規則第５号）  

この規則は、平成21年６月１日から施行する。 

付 則（平成22年２月18日規則第１号） 
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この規則は、公布の日から施行する。  

付 則（平成24年９月27日規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、別表第１については平成 24年12月１

日から施行する。 

付 則（平成25年３月18日規則第２号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

付 則（平成26年３月13日規則第２号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

付 則（平成26年６月24日規則第８号） 

この規則は、平成26年７月１日から施行する。 

付 則（平成28年２月26日規則第５号） 

この規則は、平成28年３月18日から施行する。 

附 則（平成28年３月17日規則第13号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日規則第12号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月23日規則第４号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年７月24日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（令和元年６月27日規則第５号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、令和２年10月１日から施行する。 

２ 東近江行政組合火災予防条例施行規則様式第19号及び様式第19号の２について

は、施行日から起算して６月を経過するまでの間は、なお従前の例によることが

できる。 

  附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 東近江行政組合火災予防条例施行規則様式第１号の１、様式第１号の２、様式第

３号から様式第11号の２まで、様式第13号から様式第15号まで、様式第18号、様式

第19号、様式第19号の２、様式第23号及び様式第24号については、施行日から起算

して６月を経過するまでの間は、なお従前の例によることができる。  
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別表第１（第６条関係） 

根 拠 法 令 
標識又は表示板の区

分 

大きさ 色 

短 辺 長 辺 地 文字 

第８条の３第１項及び第

３項 

第11条第１項第７号 

及び第３項 

第11条の２第２項 

第12条第２項及び第３項 

第13条第２項及び第４項 

燃料電池発電設備、変

電設備、急速充電設

備、発電設備又は蓄電

池設備である旨を表

示した標識 

15 セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

30セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

白 黒 

第17条第３号 水素ガスを充填する

気球の掲揚場所の立

入りを禁止する旨の

表示板 

30 セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

60セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

赤 白 

第23条第２項 「禁煙」、「火気厳禁」

又は「危険物品持込み

厳禁」と表示した標識 

25 セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

50セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

赤 白 

第23条第４項 「喫煙所」と表示した

標識 

10 セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

30セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

白 黒 

第31条の２第２項第１号 

第33条第３項 

第34条第２項第１号 

少量危険物又は指定

可燃物を貯蔵し、又は

取り扱っている旨の

標識 

30 セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

60セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

白 黒 

少量危険物又は指定

可燃物の品名、最大数

量等を記載した掲示

板 

30 セ ン チ

メ ー ト 以

上 

60セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

（※注） 

「危」と表示した標識 0.3メートル平方 黒 黄 

第39条第４号 

定員を記載した表示

板 

25 セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

30セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

白 黒 

満員札 25 セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

50セ ン チ

メ ー ト ル

以上 

赤 白 

（※注）危険物の規制に関する規則第18条第１項第３号及び第５号の例によること。 

（平成17規則10・平成24規則７・一部改正）
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様式第１号の１（第２条関係） 

 

防火対象物使用（変更）開始届出書 

年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

  

                  届出者                    

住 所                           

                         (電話                    ） 

氏 名                      

所 在 地                    (電話                    ） 

名 称  主 要 用 途  

建 築 確 認 年 月 日 年  月  日 建 築 確 認 番 号 第 号 

※ 消 防 同 意 年 月 日 年  月  日 ※ 消 防 同 意 番 号 第 号 

防 火 管 理 者 の 氏 名  防火管理者の役職  

他の法令による許認可  

敷 地 面 積        ㎡ 全従業員数        

営業時間等  

屋 外 消 火 栓 

動 力 消 防 ポ ン プ 

消 防 用 水 

の 概 要 

 

そ の 他 必 要 な 

事 項 
 

※ 受   付   欄 ※ 経   過   欄 
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様式第１号の２（第２条関係） 

№      

防火対象物棟別概要追加書類 

棟 名 称  用 途  

建 物 構 造  ※令別表第１ 項 

工事着工年月日 年  月  日 使用開始（予定）年月日 年  月  日 

工 事 種 別 □  新築 □  増築 □ 改築 □ 用途変更 □ その他（       ） 

延 べ 面 積 ㎡ 今回増築面積      ㎡ 棟従業員数  

防  

 

火  

 

対

  

 

象

  

 

物  

階 

 

床面積 

 (㎡) 

用 途 

消 防 用 設 備 等 の 概 要 

消火設備 警報設備 避難設備 
消火活動
上必要な
施設 

特殊消防
用設備等
の概要 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
２ 同一敷地内に２以上の棟がある場合には、棟ごとに防火対象物棟別概要追加書類に必要な
事項を記入して添付すること。 

３ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
４ 消防用設備等の概要欄には、屋外消火栓，動力消防ポンプ及び消防用水以外の消防用設備
等の概要を記入すること。 

５ ※印の欄は、記入しないこと。 
６ 防火対象物の付近見取図、配置図、各階平面図及び消防用設備等の配置位置図（消火器具、
自動火災報知設備の受信機、避難器具等の位置を平面図に記入したもの。）を添付すること。 

  なお、必要に応じて、立面図及び断面図（矩形図）の添付を求める場合がある。 
（平30規則4・令和元規則5・令和３規則２・一部改正） 
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様式第２号（第２条、第３条、第５条関係） 
（令和２規則11・一部改正） 
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様式第３号（第３条関係） 

炉・厨房設備・温風暖房機・ボイラー 
給湯湯沸設備・乾燥設備・サウナ設備 
ヒ ー ト ポ ン プ 冷 暖 房 機 
火 花 を 生 ず る 設 備 ・ 放 電 加 工 機 

設置届出書 

 

         年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                     

（電話            ） 

氏 名                     

防 火 

対象物 

所 在 地                  （電話         ） 

名 称  主 要 用 途  

設 置 

場 所 

用 途  床 面 積 ㎡ 

構 造  階 層  

消防用設備等又は特殊 
消 防 用 設 備 等 の 概 要  

届

出

設

備 

設 備 の 種 類  

着 工 （ 予 定 ） 年 月 日  竣工（予定）年月日  

設 備 の 概 要  

使 用 す る 燃 料 

・ 熱 源 ・ 加 工 液 

種    類 使 用 量 

  

安 全 装 置  

取 扱 責 任 者 の 職 氏 名  

工 事 施 工 者 
住 所    （電話        ） 

氏 名  

※受   付   欄 ※経   過   欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ 階層欄には、屋外に設置する設備にあっては、「屋外」と記入すること。 
４ 設備の種類欄には、鉄鋼溶解炉、暖房用熱風炉、業務用厨房設備等と記入すること。 
５ 設備の概要欄に書き込めない事項は、別紙に記載して添付すること。 
６ 火花を生ずる設備及び放電加工機以外の設備にあっては、使用量欄には１時間当たりの入力を 
記入すること。この際、電気を熱源とする設備にあっては、１キロワットを860キロカロリーに換 
算すること。 

７ ※印の欄は、記入しないこと。 
８ 当該設備の設計図書を添付すること。 
（平18規則11・令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4678 

 

様式第４号（第３条関係） 

急 速 充 電 設 備 

燃 料 電 池 発 電 設 備 

発 電 設 備 

変 電 設 備 

蓄 電 池 設 備 

設 置 届 出 書 

 

年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                     

（電話               ） 

氏 名                     

防 火 

対象物 

所在地 （電話          ） 

名 称  用途  

設 置 

場 所 

構   造 場   所 床 面 積 

 屋内（ 階）・屋外 ㎡ 

消防用設備等又は特
殊消防用設備等  不燃区画 有・無 換気設備 有・無 

届 

出 

設 

備 

電圧 Ⅴ 
全 出 力 又 は 
定 格 容 量 

ＫＷ 

ＡＨ．セル 

着工(予定)年月日  竣工(予定)年月日  

設 置 の 概 要 
種  別 キュービクル式（屋内・屋外）・ その他 

 

主 任 技 術 者 氏 名  

工 事 施 工 者 
住所 （電話        ） 

氏名  

※受  付  欄 ※経  過  欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ 電圧欄には、変電設備にあっては一次電圧と二次電圧の双方を記入すること。 
４ 全出力又は定格容量の欄には、急速充電設備、燃料電池発電設備、発電設備又は変電設備にあ 
っては全出力を、蓄電池設備にあっては定格容量を記入すること。 

５ 届出設備の概要欄に書き込めない事項は、別紙に記載して添付すること。 
６ ※印の欄は、記入しないこと。 
（平成17規則10・平18規則11・令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4679 

 
様式第５号（第３条関係） 

 

ネ オ ン 管 灯 設 備 設 置 届 出 書 

年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                     

（電話            ） 

氏 名                     

防 火 

対象物 

所 在 地 （電話        ） 

名   称  用  途  

届 
 

 

出 
 

 

設 
 

 

備 

設 備 容 量  

着工（予定）年月日  竣工（予定）年月日  

設 備 の 

概 要 
 

工 事 施 工 者 

住  所 （電話        ） 

氏  名  

※受   付   欄 ※経   過   欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ 届出設備の概要欄に書き込めない事項は、別紙に記載して添付すること。 
４ ※印の欄は、記入しないこと。 
５ 当該設備の設計図書を添付すること。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4680 

様式第６号（第３条関係） 

水 素 ガ ス を 充 填 す る 気 球 の 設 置 届 出 書 

年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者  

住 所                     

（電話            ） 

氏 名                     

設 置 
請負者 

住   所 （電話        ） 

氏   名  

監 視 人 氏 名  

設 置 

期 間 

掲   揚 自            至 

け い 留 自            至 

設  置  目  的  

設 置 

場 所 

地 名 地 番  

地 上 又 は 
屋 上 の 別  用 途  

立 入 禁 止 
の 方 法  

充 填 及 び 

作 業 の 方 法 

日時 場   所  

方法 ガ ス 置 場  

構 

 

 

 

造 

気  球  型  
直 径  材 質  

体 積  厚 さ  

掲    綱 材 質  太 さ  

電 

 

 

飾 

電 球 の 
定 格 
電 圧 

 灯 数  配線方式 
直列 

並列 

電 線 の 
種 類  事

項 

そ

の

他

必

要 

 

総  重  量  

支 持 

方 法 

掲   揚  

け い 留  

※受   付   欄 ※経   過   欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 
４ 設置場所付近の見取図、気球の見取図及び電飾の配線図（電飾を付置するものに限 

る。）を添付すること。 
（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4681 

様式第６号の２(第３条の２関係) 

 

火災予防上必要な業務に関する計画提出書 

                                                                年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

 

                                     届出者 

                                     住 所                     

                                            （電話            ） 

                                     氏 名                     

                                               (法人の場合は、名称及び代表者)  

                                     防火担当者 

                                     住 所                     

                                                  （電話            ） 

                                     氏 名                                

  

別添のとおり火災予防上必要な業務に関する計画書を提出します。 

 指 定 催 し の 

 開 催 場 所 
 

 指定催しの名称  

開 催 期 間 
 自   年   月    日 

 至   年   月    日 
 開 催 時 間 

 開始      時      分 

 終了      時      分 

 一 日 当 た り の 

 人 出 予 想 人 員 
  露店等の数  

 使 用 火 気 等 
□ コンロ等の火を使用する器具     □ ガソリン等の危険物 

□ その他（                ） 

 その他必要事項  

※ 受   付   欄 ※ 経   過   欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
    ２ □印のある欄には、該当の□印にレを付けること。 
      ３ ※印の欄は、記入しないこと。 

（平26規則８ 様式追加）（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4682 

様式第７号（第４条関係） 

火災とまぎらわしい煙又は火炎 

を 発 す る お そ れ の あ る 行 為 の 
届 出 書 

 

年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

 

届出者 

住 所                     

（電話             ） 

氏 名                     

期    間 
    年    月    日    時から 

    年    月    日    時まで 

場  所  

燃 焼 物 品 名 

及 び 数 量 
 

目    的  

そ の 他 

必 要 な 事 項 
 

責 任 者 氏 名  

※ 受   付   欄 ※ 経  過  欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ その他必要な事項欄には、消火準備の概要その他参考事項を記入すること。 
４ ※印の欄は、記入しないこと。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4683 

様式第８号（第４条関係） 

煙 火 
打 上 げ 

仕 掛 け 
届 出 書 

 

年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

 

届出者 

住 所                      

（電話             ） 

氏 名                            

日        時 
    年   月   日   時から 

    年   月   日   時まで 

場        所  

周  囲  の  状  況  

煙 火 の 種 類 及 び 数 量  

目         的  

そ の 他 必 要 な 事 項  

打 上 げ 
仕 掛 け 

に 直 接 従 事 す 
 

る 責 任 者 の 氏 名 

※ 受   付   欄 ※ 経  過  欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ その他必要な事項欄には、消火準備の概要その他参考事項を記入すること。 
４ ※印の欄は、記入しないこと。 
５ 打上げ、仕掛け場所の附近見取図を裏面に記載すること。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4684 

付近見取図 

（打上げ、仕掛け場所から通路、人の集合する場所、建物等に至る距離を記入のこと。） 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4685 

様式第９号（第４条関係） 

 

        催 物 開 催 届 出 書 

年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                      

（電話              ） 

氏 名                      

防 火 

対象物 

所在地 （電話        ） 

名 称  本 来 の 用 途  

使 用 

箇 所 

位     置 面      積 客 席 の 構 造 

 ㎡  

消防用設備等又は特殊

消 防 用設 備 等の 概 要 
 

使  用  内  容  

開  催  日  時 
    年   月   日    時から 

    年   月   日    時まで 

収  容  人  員 名 
避難誘導及び消火活 

動に従事できる人員 
名 

防火管理者氏名  

そ  の  他 

必 要 な 事 項 
 

※ 受    付    欄 ※ 経    過    欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 
４ 使用する防火対象物の略図を添付すること。 

（平18規則11・令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4686 

様式第10号（第４条関係） 

水 道 
断 

水 届 出 書 減 
 

    年  月  日 

 

東近江行政組合   消防署長 様 

届出者 

住 所                      

（電話            ） 

氏 名                      

期    間 
    年   月   日   時から 

    年   月   日   時まで 

区   域  

工 事 場 所  

理    由  

現 場 責 任 者 

氏  名 
 

※ 受    付    欄 ※ 経    過    欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す 

ること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 
４ 断、減水区域の略図を添付すること。 

(令和元規則５・令和３規則２・一部改正) 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4687 

様式第10号の２（第４条関係） 

 

露店等の開設届出書 
 

                                                               年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

 

                                     届出者 

                                住 所                     

                                                （電話            ） 

                                  氏 名                                  

開 設 期 間 

自     年     月     日 

至     年     月     日 

営 業 時 間 

 開始      時     分 

 終了        時        分 

開 設 場 所  

催 し の 名 称  

開 設 店 数  
消 火 器 の 

設 置 本 数 
 

現場責任者氏名                                   （電話          ） 

※ 受   付   欄 ※ 経   過   欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
２ 法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入 

すること。 
３ 露店等の開設場所及び消火器の設置場所に係る略図を添付すること。 
４ ※印の欄は、記入しないこと。 

（平26規則８ 様式追加）（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4688 

様式第11号（第４条関係） 

    道路工事又は占用届出書 

年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

 

届出者 

住 所                     

（電話            ） 

氏 名                     

期    間 
    年   月   日   時から 

    年   月   日   時まで 

場 所 又 は 

路 線 
 

工 事 

占 用 
内 容  

種 

別 

全面 
   諸車通行禁止 
片側 

現 場 責 任 者 

氏  名 
 

※ 受    付    欄 ※ 経    過    欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 
４ 工事施行区域の略図を添付すること。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4689 

様式第11号の２（第４条の２関係） 

 

指定洞道等届出書（新規、変更） 
 

    年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                      

（電話           ）  

氏 名                         

設

置

者 

法 人 の 名 称  

代 表 者 氏 名  

洞 道 等 の 名 称  

設

置

場

所 

起 点  

終 点  

経 由 地  

そ の 他 必 要 事 項  

※ 受   付   欄 ※ 経  過  欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ ※印の欄は、記入しないこと。 
３ 洞道等の径路図、設置されている物件の概要書、火災に対する安全管理対策書、そ 
 の他必要な図書を添付すること。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4690 

様式第11号の３（第16条関係） 

消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事概要書 

※建築確認申請受
付 年 月 日 

年  月  日 
※建築確認申請 
受 付 番 号 

号 

 

建物主体工事 

施 工 者 

住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 
 

氏名(法人にあっては、名称及び代表者名) 
 
 

（電話          ） 

管 工 事 又 は 

電 気 工 事 の 

施 工 者 

住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 
 

氏名(法人にあっては、名称及び代表者名) 
 
 

（電話          ） 

消防用設備等

又は特殊消防

用 設 備 等 

の 設 計 者 

住所 氏名 
 

（電話          ） 

免状の種類等   都道府県知事     種第       類第      号 

防火対象物の

用 途 
消防法施行令別表第1（    ）項 

建 物 工 事 の 

種 別 
□ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転 □ 修繕 □ 模様替え □ 用途変更 

敷 地 面 積 平方メートル 

建 築 面 積 

消防用設備等又は特殊消防用
設備等の工事をす る 部分 

 
平方メートル 

消防用設備等又は特殊消防用設
備等の 工事を し な い 部分 

 
平方メートル 

合  計 

 
平方メートル 

延 べ 面 積 

消防用設備等又は特殊消防用
設備等の工事をす る 部分 

 
平方メートル 

消防用設備等又は特殊消防用設
備等の 工事を し な い 部分 

 
平方メートル 

合  計 

 
平方メートル 

構造及び規模    造    階建て   □ 耐火建築物 □ 準耐火建築物 □その他 

階 名 階 階 階 階 階 階 

床 面 積 
 
平方メートル 

 
平方メートル 

 
平方メートル 

 
平方メートル 

 
平方メートル 

 
平方メートル 

用 途       

危険物又は指

定可燃物の品

名、数量及び倍

数 

 

建物工事の進ち

ょく状況 
□ 未着工 □ 基礎工事 □ 軸組工事中 □ 造作工事中 □ 完  成 

配線又は配管の

予 定 年 月 日 
年       月      日 

器具取付予定 

年 月 日 
年       月      日 

注 １ ※印の欄は、記入しないでください。 

２ 該当する□には、レ印を記入してください。 
（平18規則11・追加） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4691 

様式第12号（第４条、第11条、第11条の２、第13条、第13条の２、第14条、第14条の２、第16

条、第17条、第17条の２関係） 

（平21規則５・令和２規則11・一部改正） 

 

 
 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4692 

様式第13号（第５条関係） 

少 量 危 険 物 等 
貯 蔵 

取 扱 
届 出 書  

 

年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                      

（電話            ） 

氏 名                     

貯 蔵 又 は 取 扱 い 

の 場 所 

地 名  

名 称  

類 、 品 名 及 び 

最 大 数 量 

 類 品 名 最大貯蔵数量 １日最大取扱数量 

少 危 第 類 
   

指 定 可 燃 物 

貯 蔵 又 は 取 扱 い 
方 法 の 概 要 

 

貯 蔵 又 は 取 扱 場 
所 の 位 置 、 構 造 
及 び 設 備 の 概 要 

 

消防用設備等又は特殊消防
用 設 備 等 の 概 要 

 

貯 蔵 又 は 取 扱 い 
の 開 始 予 定 期 日 

 

そ の 他 必 要 
な 事 項 

 

※ 受 付 欄 ※ 経    過    欄 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 
４ 貯蔵又は取扱いの場所の見取図を添付すること。 

（平18規則11・令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4693 

様式第14号（第５条関係） 

少量危険物等 
貯 蔵 

取 扱 
変更届出書 

 

年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                     

（電話            ） 

氏 名                     

貯 蔵 又 は 取 扱 い 

の 場 所 

地 名  

名 称  

類 、 品 名 及 

び 最 大 数 量 

変 

 

更 

 

前 

届出年月日・番号     年  月  日  第   号 

 類 品 名 最大貯蔵数量 １日最大取扱数量 

少 危 第  類 
   

指 定 可 燃 物 

変 

更 

後 

 類 品 名 最大貯蔵数量 １日最大取扱数量 

少 危 第  類 
   

指 定 可 燃 物 

貯 蔵 又 は 取 扱 い 
方 法 の 変 更 内 容 

 

貯蔵又は取扱い場所 
の位置、構造及び設 
備 の 変 更 内 容 

 

変 更 予 定 年 月 日  

※ 受   付   欄 ※ 経   過   欄 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4694 

様式第15号（第５条関係） 

少量危険物等 
貯 蔵 

取 扱 
廃止届出書 

 

年  月  日 

東近江行政組合    消防署長 様 

届出者 

住 所                     

（電話            ） 

氏 名                     

廃 

止 

に 

係 

る 

も 

の 

貯 蔵 又 は 取 

扱 い の 場 所 

地  名  

名  称  

届 出 年 月 日 ・ 番 号     年   月   日 第    号 

類 、 品 名 及 

び 最 大 数 量 

 類 品  名 最大貯蔵数量 １日最大取扱数量 

少 危 第 類 

   

指 定 可 燃 物 

廃 止 予 定 年 月 日  

廃 止 の 理 由  

※ 受   付   欄 ※ 経   過   欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4695 

様式第16号（第９条関係） 

表   面 

第  号 

消  防  公  務  之  証 

氏   名 

生 年 月 日 

交 付 年 月 日 

有 効 年 月 日 

 

東近江行政組合消防本部    印 

   

 54㎜ 
   

      
 

86㎜ 
    

     

注 １ 地模様、色は適宜定める。 

２ 中央消防章は金色印刷とする。 

 

裏   面 

●本証は他人に貸与、譲渡することはできません。 

●本証は勤務中常時携帯して下さい。 

●本証を紛失・破損したとき、又は記載事項に変更があったときは直ちに届

け出て下さい。 

●本証は資格を失ったときは発行者に返してください。 

 

 

様式第17号 削除 

写 

真 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4696 

様式第18号（第10条関係） 

 

防火・防災管理講習課程修了証明申請書 
 

年  月  日 

東近江行政組合消防長 様 

 

                  申請者 

                  住 所                       

（電話              ） 

氏 名                       

フリガナ  

生年月日 年  月  日 
氏  名  

講  習 

種   別 
１ 防火管理講習 （ 甲種新規 ・ 甲種再 ・ 乙種 ）  

２ 防災管理講習 （ 新規 ・ 再 ） 

修了年月日 年  月  日 
修了証 

番 号 
第     号 

申請の理由 
亡 失 ・ 滅 失 ・ 汚 損 ・ 破 損  

その他（                           ） 

※  受  付  欄 ※  経  過  欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
   ２ 講習種別の欄及び申請の理由の欄は、該当する項目に○を付けること。 
   ３ ※印の欄は、記入しないでください。 

（平24規則７・令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4697 

様式第18号の２（第10条関係） 

 

防 火 ・ 防 災 管 理 講 習 修 了 証 明 書 
 

氏 名  

生 年 月 日          年   月   日生 

講 習 種 別  

修了証番号  

修了年月日  

 

 

  上記のとおり管理講習の課程を修了したことを証明する。 

 

 

     年  月  日 

 

                 東近江行政組合  

消防長       ○印  

（平24規則７・追加） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4698 

様式第19号（第12条関係） 

消 防 訓 練 実 施 計 画 書 

    年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

 

報告者 

防火管理者 氏 名               

 

防 

火 

対 

象 

物 

所   在   地  

令 別 表 第 １ に 
掲 げ る 区 分 

    項 

名     称               （電話         ） 

収  容  人  員  

日        時     年  月  日    時  分から  時  分 

訓  練  の  種  別 消火訓練 避難訓練 総合訓練 その他（     ） 

参  加  人  員  

訓  練  の  概  要  

※ 受  付  欄 ※ 経   過   欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ ※印の欄は、記入しないこと。 

（平18規則11・令和元規則５・令和２規則11・令和３規則２・一部改正） 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4699 

様式第19号の２（第12条関係） 

 

防 災 訓 練 実 施 計 画 書 

    年  月  日 

 

東近江行政組合    消防署長 様 

 

報告者 

防災管理者 氏 名               

 

防 

災 

管 

理 

対 

象 

物 

所   在   地  

令 別 表 第 １ に 
掲 げ る 区 分 

    項 

名     称                （電話         ） 

収  容  人  員  

日        時   年  月  日    時  分から  時  分 

訓  練  の  種  別  避難訓練   その他（     ） 

参  加  人  員  

訓  練  の  概  要  

※ 受  付  欄 ※ 経   過   欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ ※印の欄は、記入しないこと。 

（平24規則７・追加）（令和元規則５・令和２規則11・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4700 

様式第20号（第14条関係） 削除 

（平26規則２・一部改正） 

 

様式第20号の２（第14条関係） 削除 

（平26規則２・一部改正） 

 

様式第21号（第19条関係） 

 

 

 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4701 

様式第22号（第21条関係） 

表             面 

 
90㎜ 

   
    

第     号 

様 

 

有効期限    年  月  日 

東近江行政組合消防本部    □印  

  

62㎜ 
  

注 １ 地模様、色は適宜定める。 

２ 中央消防章は、金色浮出し印刷とする。 

３ 本証は記名式とする。 

裏             面 

１ 本証は、記名本人に限り有効とする。 

２ 消防警戒区域内に立ち入ろうとするときは、消防職、団員又は警察官に呈示し

なければならない。 

３ 本証を呈示した者であっても、現場の状況等により必要がある場合は、立入り

を禁止又は制限することがある。 

４ 本証は、他人に貸与又は譲渡してはならない。 

５ 本証を紛失したときは直ちに届け出なければならない。 

６ 本証を紛失しても再発行しない。 

７ 有効期限を経過したときは、返納しなければならない。 

 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

 4702 

様式第23号（第21条関係） 

 

消防警戒区域立入証交付申請書 

 

    年  月  日 

 

東近江行政組合消防長 様 

 

申請者 

住 所                     

（電話             ） 

職 業                     

氏 名                     

使    用    者  

使  用  目  的  

枚        数  

※ 受 付 欄 ※ 処 理 経 過 欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

4703 

 

 

様式第24号（第22条関係） 

少量タンク等 
水 張 

水 圧 
検査申請書 

 

                                  年  月  日 

東近江行政組合   消防署長 様 

申請者 

住 所                      

（電話             ） 

氏 名                      

設

置

者 

住   所                 （電話          ） 

氏   名  

設  置  場  所  

タ ン ク の 種 別  検査の種別  

タ
ン
ク
の
構
造 

形   状  容    量 ℓ 

寸   法 ㎜ 

材 質 記 号 
及 び 板 厚 

 

製 造 者  
製 造 
年 月 日 

    年  月  日 

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 ※ 手 数 料 欄 

 
検 査  年  月  日 

検 査 番 号   第   号 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ ※印の欄は、記入しないこと。 

（令和元規則５・令和３規則２・一部改正） 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

4704 

 

 

様式第25号の１（第22条関係） 

少量危険物等タンク検査済証 

水 張 又 は 水 圧 検 査 の 別 

 

検  査  圧  力 kpa 

タ

ン

ク

の

構

造 

形      状  容  量 ℓ 

寸      法 ㎜ 

材 質 記 号 及 び 
板   厚 

 

製 造 者 及 び 製 造 年 月 日  

タンク検査番号     第     号 

    年  月  日 

東近江行政組合   消防署長         

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 （令和元規則５・一部改正） 

印 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

4705 

 

様式第25号の２（第22条関係） 

 

少量危険物等タンク検査済証 

 

検 査 圧 力 kpa 

 検 査 番 号 東行消        第   号 

検 査 年 月 日     年   月   日 

東近江行政組合 

備考 １ このタンク検査済証は、縦５センチメートル横７センチメートル

の金属製とする。 

２ このタンク検査済証は、タンクの見やすい箇所に張り付けること。 

 

様式第26号 削除 



第７編 業務 （東近江行政組合火災予防条例施行規則） 

4706 

 

様式第27号（第４条の５関係） 

指定催しの指定通知書 
 

東行消 第    号 

年  月  日 

様 

 

               東近江行政組合 

消防長         ㊞  

 

 

東近江行政組合火災予防条例第42条の２第３項の規定に基づき、下記の催しを指定催し

として指定したので通知します。 

 

催しの開催場所  

催しの名称  

催しの開催期間  

教 示 

この指定に不服のある場合は、指定があったことを知った日の翌日から起算して３月以

内に東近江行政組合管理者に対して審査請求することができます。 

また、この指定については、指定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内

に東近江行政組合を被告として指定の取消しの訴えを提起することができます。（訴訟に

おいて東近江行政組合を代表する者は東近江行政組合管理者となります。） 

なお、この指定について審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６月以内に東近江行政組合を被告として指定の取消し

の訴えを提起することができます。 
（平26規則８ 様式追加）（平28規則13 一部改正） 

 


